






























　平成 21 年度税制改正では、法人税法（以下、「法」という）33 条が改正され、金銭債権の


































平成 16 年 12 月 24 日判決）では、次のように判示されている。



























われるのが、法 33 条 2 項における債権の評価減禁止規定を論拠とする学説（以下、「債権の
1 　全額回収不能基準を否定した判例として、名古屋地判昭和 38 年 7 月 16 日判決があげられる（一高龍
司「貸倒引当金と部分貸倒れに関する一考察」『総合税制研究』№ 12、132 頁）。
2 　最高裁昭和 43 年 10 月 17 日判決（訟月第 14 巻第 12 号 ,1437 頁）参照。なお、同旨の判例としては、
大阪地裁昭和 33 年 7 月 31 日（行裁例集 9 巻 7 号 1402 頁）、静岡地裁昭和 33 年 9 月 5 日（行裁例集 9
巻 9 号 1869 頁）、東京地刑 25 判昭和 40 年 4 月 2 日（税務訴訟資料 54 号 694 頁）、広島地裁昭和 46 年 7
月 1 日（税務訴訟資料 63 号 1 頁）等がある（井上久彌「部分貸倒れの認識と債権償却特別勘定～貸倒
れとの接点を探る」『税理』第 31 巻第 3 号、47 頁）。
3 　金子　宏『租税法（第 22 版）』（弘文堂、2017 年）、109-110 頁参照。
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計処理と同様に貸倒引当金（法 52）の定めに従って損金算入されることになる。」（平成 21 年




5 　武田昌輔『立法趣旨　法人税法の解釈（五訂版）』（財経詳報社、平成 5 年）172 頁。
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　しかしながら、国税庁は前述の法令解釈通達を平成 21 年 12 月 28 日に発遣し、その解釈を、
次のように明確に退けている。
　法令解釈通達 9-1-3 の 2（評価換えの対象となる資産の範囲）










明らかである。」（平成 21 年 12 月 28 日付課法 2-5 ほか 1 課共同「法人税基本通達等の一部改正について」
（法令解釈通達）の趣旨説明【解説】3）。
　つまり、法 33 条 2 項、3 項、4 項に定める事由（災害による著しい損傷、更正計画認可の
決定等による会社更生法等の法的整理、再生計画認可の決定等）がない限り、金銭債権の評
価減は引き続き認められないということである。




（3）平成 23 年度税制改正―貸倒引当金の原則的廃止（52 条）
　平成 23 年度税制改正において、平成 24 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度より、貸倒引
当金が原則として廃止されることとなった。ただし、中小法人等、銀行、保険会社その他こ









① 　改正前法 33 条では、金銭債権の評価減禁止が定められていた。その根拠としては債権の
評価減は貸倒引当金を通じて行うべきであり、このことは課税庁自身が法令解釈通達の中
で認めてきたところであった。
② 　平成 21 年度税制改正において、法 33 条の金銭債権の評価減禁止の規定が削除された。
― 35 ―





③ 　平成 23 年度税制改正において、貸倒引当金が原則的に廃止された。そのため、①の金銭
債権の評価減禁止の前提が崩れてしまい、②の主張を支えてきた理論的支柱も崩壊するこ
とになった。
　以上の考察により、平成 21 年度及び平成 23 年度の二つの税制改正を経た現在においては、
法 33 条 2 項の債権の評価減禁止規定説に基づく否定の考え方は、金銭債権の評価禁止の規定
の定めは、もはや妥当していないというのが、一応の結論としていえる。
3　法人税法上での貸倒損失の計上の是非








　平成 21 年度及び平成 23 年度の両税制改正が行われた現在では、従来の債権の評価減禁止
の主張はもはや妥当であるとはいえないと仮定して考察してみる。
　部分貸倒れであっても、それが法 22 条 4 項の公正処理基準に照らして妥当性があれば、損
金経理を認めるべきではないかと思われる。この見解は、次項で述べる金子氏の「2 つのカ
テゴリー論」に通じる。例えば、米国税法では部分貸倒れの損金算入が認められており、実
際に適用されている（6）。また、平成 21 年度税制改正によって、法第 33 条 2 項は、「有する
6 　金子　宏教授は、米国の状況について、次のように述べている。
　「アメリカでは、内国歳入法廁」こよって、全部貸倒れのみでなく部分貸倒れも認められている。すな









分貸倒れの損金算入―不良債権処理の一方策」『ジュリスト』№ 1219 号、118 頁）。
7 　中井稔『銀行経営と貸倒償却』税務経理協会、2007 年、60 頁。さらに、中井稔教授は、部分貸倒れ
の可能性について、次のように述べている。
　　「通達の『貸金の全額が回収不能』との例示を法人税法 33 条 2 項にて補強する見解があるが、貸し
金については評価性引当金の繰入れ（間接法）と評価減（直接減額）とは本質同じであるから、同条項
を引用して後者のみを排斥するのは法令解釈として均衡を欠くことになろう。」（中井稔「貸付金の貸倒






　このような解釈の方が、通常の文理解釈ではなかろうか。そうなると、法 22 条 4 項で部分





































く、金銭債権の価値の減少の取扱いは 33 条 2 項の範囲内の問題ではなく、損益取引に基づく
損失の問題、すなわち（1）のカテゴリーの問題として別個に検討すべき問題であることを確






8 　金子　宏　前掲注 3,118 頁。







































照らして確認する必要がある。これらの規定は、法人税法 22 条 1 項、3 項、4 項で定められ
ている。
　法 22 条 3 項に、損金算入が認められるものが定められている。それは、「別段の定め」が
あるものを除き、①売上原価等の原価の額、②販売費・一般管理費等の費用の額、③損失の





















12 　金子、前掲注 3、320-330 頁。




























　例えば、大阪地裁昭和 44 年 5 月 24 日判決（税資 56 号、703 頁）は、貸倒損失の計上に関
して、「法人税の場合には、国家財政上及び国民経済上の見地から、法人のいかなる純資産の
増加に、担税力の基礎となる所得を認めるべきかという政策的観点に立って、税額の計算に
14 　武田昌輔「法人税の損金の研究―総説（費用と損失）『日税研論集』第 42 号、7-8 頁。
15 　品川、前掲注 10、98 頁。
16 　品川芳宣「条件付債権放棄と貸倒損失の認定」『税研』2001 年 7 月 66 頁。
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　法 33 条が改正され、さらに法 52 条の改正により貸倒引当金の計上が原則として廃止され
たことで、「2 つのカテゴリー論」で強く提唱された部分貸倒れが認められて然るべきの議論
が、課税庁から否定されてきた理由を、見出すことができる。
4　金銭債権の貸倒損失計上についての基本的枠組み ― 結びに代えて ―
　法人が有する金銭債権という資産について、その資産価値が失われた場合には、いわゆる




















　繰返しにはなるが、法 33 条・法 55 条等の改正で貸倒引当金による債務補填も部分的な貸
倒損失の計上を適法に認められたと解釈されると言える。
17 　末永英男「放棄債権の貸倒損失の処理―東京地裁平成13年3月2日判決（平成9年（行ウ）第260号）
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The	Interpretation	of	Tax	Law	concerning	Bad	Debt
Akikadsu	Nagayoshi
 The study of this paper is about bad debts expense in the Corporation Tax Law. There had been 
conflictions between the taxpayer and the tax authorities on the accreditation criteria for bad debts 
expense. The accreditation criteria had been used after the fundamental directives of the Corporation 
Tax Law amendment in 1969.
 In 2009, article 33 of the Corporation Tax Law was amended in such situation, and the regulation 
which prohibited reducing the book value of monetary claims was abolished.
These two amendments have been a basis of conventional interpretation logic about bad debts 
expense. However, at the current time when the amendments have been made, it can be said that 
the opportunity that development of new interpretation theory about bad debts expense should be 
considered came. The policy which supports the partial bad debts basis about bad debts expense 
as an alternative to the all bad debts basis is argued there. This paper tried to develop the legal 
interpretation about bad debts expense in the Corporation Tax Law from such point of view.
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